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市からの連絡帳

以下の方に対する経過措置が平成１９
年度も引き続き行われます。平成１９
年度は市民税・都民税の年税額の３
分の１相当を減額しての課税となり
ます（均等割は市民税２，０００円、都民
税６００円）。

合、税負担の増加が先に表れます。

■６５歳以上の方の非課税措置廃
止に伴う経過措置は？ 

　平成１７年１月１日現在６５歳以上
で、前年の合計所得金額が１２５万円

度を適用している方が不利にならな
いようにする措置が講じられます。
※申請の時期は平成２０年２月１５日以
降を予定。
※申請方法等の詳細は、決定次第お
知らせします。

■国から地方への税源移譲

　より身近な行政サービスを効率よ
く行えるよう国から地方へと税源の
移譲が行われます。（別表２参照）
これに伴い下記のような税制改正が
行われます。
１　市民税・都民税所得割の税率が
１０％に統一されます（別表３参照）。
２　調整控除が創設されます。
※税源移譲前後の税負担の変化は別
表４を参照ください。

■平成１９年度の税制改正の影響は？ 

　今回の税制改正による税率の変更
は、市民税・都民税については平成
１９年度から、所得税は１９年分からに
なります。実際には、それぞれの納
付方法により税制改正の影響が出る
時期に違いがあります。
①給与所得者の方等　サラリーマン
のように毎月の給料から所得税を天
引きされている方は所得税が平成１９
年１月分から、市民税・都民税は平
成１９年６月分からの変更となるた
め、多くの場合、税負担の減少が先
に表れます。
②年金を受給されている方　年金か
ら所得税が源泉徴収されている方は
平成１９年２月に支払われる年金か
ら、市民税・都民税は給与所得者等
と同じで平成１９年６月からの変更と
なるため、多くの場合、税負担の減
少が先に表れます。
③事業をされている方等　市民税・
都民税が平成１９年６月から、所得税
は平成２０年３月の確定申告により税
率の変更が適用されるため、多くの場

■定率減税の廃止

　市民税・都民税の定率減税が平成
１８年度は半減されましたが、平成１９
年度から廃止となります。
　所得税についても定率減税が平成
１８年分から半減され、平成１９年分の
所得税から廃止となります。
※税源移譲の前後で所得税と市民
税・都民税を合計した税負担は変わ
らないような配慮はされています
（別表１）。
　しかし、定率減税廃止・半減の分
だけ前年と比べた場合に、実際の収
入が変わらなくても税額は増えるこ
ととなります。
※平成１９年度の市民税・都民税の税
額は、市　HP から試算できます。

■税源移譲に伴う年度間の所得
変動についての経過措置

　例えば退職等の理由により、平成
１８年中は所得があり、平成１９年中の
所得はなくなった方で一定の要件を
満たす方については、平成１９年度分
の市民税・都民税を税源移譲前の税
率で計算し直す措置を設けます。
※申請時期については、平成２０年７
月を予定。
※申請方法等の詳細は、決定次第お
知らせします。

■住宅ロ－ン控除適用者に対す
る調整措置

　住宅ローン控除は所得税にのみ適
用される制度です。しかし、税源移
譲に伴い、平成１９年分以降の所得税
で住宅ローン控除の適用がある場合
に所得税と市民税・都民税の税率が
変わる関係で、今まで控除できてい
た金額が控除できなくなるという問
題が生じてきます。このような場合
には平成２０年度の市民税・都民税を
減額する方法で、住宅ローン控除制

市民税・都民税が大きく変わりました
税源の移譲に伴う税制改正を解説 ◆市民税課　田 （緯内線１３２１）

■例１・２の臼で２人の子のうち、１人は特定扶養親族に該当するものとします。
■例１～４には全て一定の社会保険料の支払いがあったものとして計算しており、市民税・都民税均等割額は含まれていません。
■上記は、税源移譲による負担変動を示すものです。このほか平成１９年分所得税、平成１９年度市民税・都民税から定率減税が廃止される等の影響があることに留意くださ
い。

【給与の収入の方の場合】

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）【例１】
給与の年収が３００万円
の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

９，０００９，００００９，０００９，００００①控除対象配偶者あり
　扶養（子２人）あり

１８８，５００１２６，５００６２，０００１８８，５００６４，５００１２４，０００②単身者

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）【例２】
給与の年収が５００万円
の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

１９５，０００１３５，５００５９，５００１９５，０００７６，０００１１９，０００①控除対象配偶者あり
　扶養（子２人）あり

４２１，０００２６０，５００１６０，５００４２１，０００１６３，０００２５８，０００②単身者

【年金収入の方の場合】

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）【例３】
年金収入が２５０万円で
６５歳以上の方の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

６７，２００４６，５００２０，７００６７，２００２５，７００４１，５００①控除対象配偶者あり

１２４，４００８３，８００４０，６００１２４，４００４３，１００８１，３００②単身者

税源移譲後（単位：円）税源移譲前（単位：円）【例４】
年金収入が３００万円で
６５歳以上の方の場合 合計市・都民税所得税合計市・都民税所得税

１３７，０００９３，０００４４，０００１３７，０００４９，０００８８，０００①控除対象配偶者あり

１９４，２００１３０，３００６３，９００１９４，２００６６，４００１２７，８００②単身者
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【別表２】

 税率および税源の移譲前後での税額変動のモデルケース建 建


